
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

仙台市役所経営プラン 

2022-2026 
令和 4 年度～令和 8 年度 

 

 

骨子案 

 

資料３ 



 

 

 



1 

 

 

目次 

 

 

第１章 はじめに 

（１） 趣旨   …………………………………… P２ 

（２） 位置づけ  …………………………………… P３ 

（３） 期間   …………………………………… P３ 

 

 

第２章 現状と今後の方向性 

（１） 仙台市の現状分析 …………………………………… P4 

（２） 行財政改革の実績 …………………………………… P15 

（３） 今後の方向性  …………………………………… P17 

 

 

第３章 新たな杜の都に向けて 

（１）  仙台市役所の経営理念 …………………………………… P19 

（２）  仙台市役所の目指す姿 …………………………………… P20 

（３）  実施の方向性  …………………………………… P22 

（４）  経営指標   …………………………………… P24 

（５）  進行管理   …………………………………… P25 

 

 

  



2 

 

第１章 はじめに                                  

１ 趣旨 

平成 7(1995)年度以降、本市では行財政改革を推進する計画を継続的に策定し、職員数の

削減や市税等の収納率の向上などを通じて、効率的な運営に取り組んできました。直近の仙

台市役所経営プラン[平成 28(2016)年度～令和 4(2022)年度当初]においては、総合的な市

役所経営を推進するための指針として本計画を位置付け、各般の取組みを推進しています。 

 

しかしながら、社会保障費など義務的経費の増加等に伴って、令和 4(2022)年度から令和

6(2024)年度の収支差は約 947 億円となることが見込まれており、依然として本市の財政運

営は厳しさを増していくものと想定されます。この現状を打開し、未来のまちづくりに向け

て戦略的な投資を持続的に行っていくためには、事務事業の見直しや業務改革などの行財

政改革をこれまで以上に推し進め、持続可能な財政基盤を構築することが不可欠です。 

 

仙台市の人口は近い将来にピークを迎えた後、緩やかに減少を続けることが見込まれて

います。このような現状の中でも、「杜の都」と呼ばれる仙台のまちを未来へ引き継いでい

くため、令和 3(2021)年 3 月、本市では仙台のまちづくりの指針である仙台市基本計画[令

和 3(2021)年度～令和 12(2030)年度]を策定しました。まちづくりの理念には「挑戦を続け

る、新たな杜の都へ ～“The Greenest City” SENDAI～」を掲げ、様々な分野で挑戦が始ま

っています。 

 

東日本大震災から 10 年を経て、市民の皆様との協働のもと、新たなまちづくりに取り組

んできましたが、近年は地震や豪雨など大規模な自然災害が相次いで起こり、新型コロナウ

イルス感染症は世界規模で猛威を振るっています。人の暮らしの土台そのものが揺らぐ中、

一人ひとりの命と、安全に安心して生活できる基盤を守ることが何よりも必要とされてお

り、そのような眼前の危機を乗り越えつつ、中長期を見据えたまちづくりのための布石を打

ち続けていくことも不可欠な状況にあります。そのためには、本市の経営のステージを一段

上に押し上げることが求められており、本プランを策定するこの年は、転換点と呼べる時期

に差し掛かっています。 

 

現在の困難を乗り越えた先に、より多くの方々から選ばれる都市へと進化を遂げるため、

社会の変化にあわせて市役所の役割を見つめ直すとともに、新たなテクノロジーを率先し

て取り入れ、より実行力のある組織にアップデートしていくことが求められています。本市

では、本プランを通じて、仙台市役所の経営理念と目指す姿、そして実施の方向性、経営指

標、実施項目を示し、新たな挑戦と進化を生み出す基盤をつくりたいと考えています。 
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２ 位置づけ 

本プランは、仙台のまちづくりの指針である仙台市基本計画[令和 3(2021)年度～令和

12(2030)年度]の実現に向けて、仙台市実施計画[令和 3(2021)年度～令和 5(2023)年度]や

各分野の計画を推進する基盤となる計画として策定します。 

まちづくりや市民サービスの向上を図る各分野の計画を、財政運営や組織体制の構築な

ど市役所経営の面から推進する指針として位置付け、これまでのプランの成果や課題を踏

まえるとともに、新型コロナウイルス感染症の影響など社会情勢の変化に即した視点も考

慮し、新たな時代に適応した方針として示します。 

2015 年の国連サミットで採択された 2030 年までの持続可能な開発目標である

SDGs(Sustainable Development Goals)については、仙台市基本計画や仙台市実施計画をは

じめとして、各分野の計画で達成を目指していますが、本プランはそれらの取組みを推進し、

SDGs の達成に寄与するものとして位置付けます。 

 

図１：仙台市役所経営プランの位置づけ 
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第２章 現状と今後の方向性                             

１ 仙台市の現状分析 

将来人口推計 

仙台市が独自に推計した将来人口推計に基づくと、現仙台市基本計画が終了する令和

12(2030)年度までに、総人口が減少局面に入ると予測されています。また、令和 12(2030)

年までに 0～14 歳は 0.6 万人減少、15～64 歳は 2.1 万人減少、65 歳以上は 3.3 万人増加

すると見込まれており、総人口の減少のみならず、労働力人口の減少、高齢者の増加に

対する備えが必要とされています。 

 

 

図２：仙台市の将来人口推計（年齢 3区分）※単位：万人、％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台市まちづくり政策局資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第 2 期仙台市まち・ひと・しごと創生総合戦略[令和 3(2021)年] 
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社会保障への需要 

高齢化の進行や厳しい社会情勢の影響により、介護保険における要介護・要支援認定者

数や生活保護世帯数の増加等、社会保障費のさらなる増加が見込まれます。少子化等に

より労働力人口が減少する中で、社会保障への需要の高まりに効率的に対応できる組織

を構築することが必要とされています。 

 

 

図３：仙台市の要介護・要支援認定者数 ※単位：人 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台市資料 

備考：年度末の値。 

 

 

図４：仙台市の生活保護世帯数の推移 ※単位：世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台市資料 
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仙台市役所の職員数・超過勤務時間数 

仙台市役所の職員数は平成 23(2011)年度以降の震災対応等のため若干増加し、平成

29(2017)年度には県費負担教職員の移譲により大幅な増加があり、今後は令和 13(2031)

年度まで 2 年に 1 歳ずつ定年が延長される予定であることから影響を受けることが見込

まれています。また、災害対応等により、職員 1 人当たりの超過勤務時間数は年間 200

時間を超えている状況です。今後、労働力人口の減少により働き手の確保が一層困難に

なることが想定されることから、限られた人数で、効率的に働くことができる組織をつ

くることが求められています。 

 

図５：仙台市職員数 ※単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台市資料  

備考：各年度 4 月 1 日現在の値。H23(2011)年は震災の影響で 5 月 1 日時点の値。 

 

 

図６：職員 1人当たりの超過勤務時間数 ※単位：時間/年 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台市資料  

 備考：市長部局、行政委員会事務局（教育委員会事務局は除く）、議会事務局の実績。 
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財政：歳入・歳出 ※平成 20(2008)年度～令和元(2019)年度 

令和元(2019)年度と平成 20(2008)年度における普通会計の決算額を比べると、国・県支

出金が+567 億円(主に震災対応・児童・障害福祉関係)、市税が+408 億円(主に市町村民

税個人分・固定資産税)、譲与税・交付金が+104 億円(主に地方消費税)となっています。

また、歳出については、民生費が+713 億円(主に児童福祉費・生活保護費・社会福祉費)、

教育費が+564 億円(県費負担教職員の給与負担の移譲)である一方、土木費は▲116 億円

（主に街路等の都市計画費）となっています。今後、歳入面では市税などの主要一般財

源がほぼ横ばいで推移する見通しである一方、歳出面では社会保障関係経費や公共施設

の長寿命化対策に要する経費等の継続的な増加が懸念されています。 

 

図７：歳入 ※単位：億円 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

出典：仙台市資料 

 

図８：歳出 ※単位：億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台市資料 
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財政：歳入・歳出 ※令和元(2019)年度～令和 2(2020)年度 

新型コロナウイルス感染症の影響を把握するため、令和 2(2020)年度と令和元(2019)年

度における普通会計の決算額を比べると、歳入については国・県支出金が+1,388 億円で

ある一方、市税が▲30 億円と減少しています。また、歳出については総務費が+972 億

円(主に特別定額給付金等)、商工費が+183 億円(主に感染症拡大防止協力金等)となって

おり、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、歳入・歳出ともに大きく増加していま

す。 

 

 

図９：歳入・歳出 ※単位：億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台市資料 
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財政：各種指標  

仙台市の基礎的財政収支(プライマリーバランス)は均衡しており、地方債(通常債)現在

高は減少傾向にあります。また、主な財政指標である実質公債費比率、将来負担比率は

改善傾向にある一方で、経常収支比率は 100%弱で推移しており、自由に使うことができ

る財源に乏しい状況が続いています。 

 

図 10：財政指標等 
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出典：仙台市資料 
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8.12

40.54
45.38
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52.33

35.18

28.55
31.90

17.25 16.02

34.92

-1968

（-S43）

1969-1973

（S44-S48）

1974-1978

（S49-53）

1979-1983

（S54-58）
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（H1-H5）
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（H6-10）

1999-2003

（H11-15）

2004-2008

（H16-20）

2009-2013

（H21-25）

2014-2019

（H25-R1）

築20年未満築20-30年未満築30年以上

公共施設  

仙台市の公共施設（建築物）を床面積でみると、約 4 割は学校教育施設、約 2 割は市営

住宅であり、これらふたつの施設区分で 6 割を占めています。また、公共施設（建築物）

の 5 割程度で築 30 年以上が経過しており、計画的な維持管理が必要となっています。 

 

 

図 11：公共施設（建築物）の用途別床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台市資料  

 

 

図 12：公共施設（建築物）の整備年度別床面積 ※単位：万㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台市資料  
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その他（公園施設等）

5 割程度が 
築 30 年以上 
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中期財政見通し 

令和 3(2021)年度予算は、新型コロナウイルス感染症の影響による市税収入の大幅な減

少や財政需要の増加等により収支差が拡大し、財政調整的基金等の活用で収支差を賄う

ことができず、50 億円の不足額が発生しました。これを補うため、市債管理基金からの

借入（30 億円）と株式売却（20 億円）といった臨時的かつ緊急的な手段を講じることで

対応を図りました。直近の市税収入の推移や内閣府の経済見通し等を踏まえた令和 3 年

9 月の推計においては、市税収入の緩やかな回復も見込まれる一方、社会保障関係経費や

公共施設の長寿命化対策等の増加などにより、令和 4 年(2022)度から令和 6 年(2024)度

までの３年間の収支差は約 947 億円となる見通しであり、財政運営は厳しさを増してい

くものと想定されます。 

 

 

図 13：中期財政見通し ※単位：億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台市中期財政見通しを基に作成[令和 3(2021)年 1 月・9 月] 

    備考：R3 は当初予算額、R4 以降は推計値 

 

  

2021

(R3)

2022

(R4)

2023

(R5)

2024

(R6)

歳入 5,440 5,319 5,437 5,462

歳出 5,731 5,607 5,758 5,800

　収支差 ▲ 291 ▲ 288 ▲ 321 ▲ 338

　基金等活用額 241

　不足額 ▲ 50
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1,948 億円

125 億円
171 億円

39 億円

90 億円

国庫支出金・県支出金

臨時交付金

その他

基金

一般財源

新型コロナウイルス感染症対策事業費 

令和 2(2020)年 3 月専決補正から令和 3(2021)年度８月補正予算までの累計額は約 2,373

億円。予算額が大きい順に、特別定額給付金に 1,076 億円、感染症拡大防止協力金に 412

億円、金融支援に 194 億円であり、この上位 3 つで 7 割を占めています。 

 

図 14：新型コロナウイルス感染症対策事業費（企業会計含む） ※単位：億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台市資料 

 

新型コロナウイルス感染症対策財源 

令和 2(2020)年 3 月専決補正から令和 3(2021)年度８月補正予算までの感染症対策事業

費にかかる財源のうち、仙台市負担額は約 129 億円（基金 39 億円、一般財源 90 億円）

となっています。 

 

図 15：新型コロナウイルス感染症対策財源 ※単位：億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台市資料 

 

総額 2,373 億円 

項目 金額 主な内訳

１　市民の「命」を守る医療・検査体制の確立 255

　(1) 公衆衛生体制の確保 224 　ワクチン接種189

　(2) 医療提供体制の確保 31 　移送費等11

２　市民の「暮らし」を支える感染症にも強い地域社会づくり 1,228

　(1) 市民生活 1,111 　特別定額給付金1,076

　(2) 障害・高齢者福祉 4 　サービス継続支援2

　(3) 教育・子育て 108 　教育情報ネットワーク運営等41

　(4) 行政 5 　市立学校(園)感染症対策3

３　仙台の「経済」の活性化とまちの賑わいの創出 890

　(1) 地域経済への影響を最小限に抑える取り組み 870 　感染症拡大防止協力金412、金融支援194

　(2) 地域経済の「新しい生活様式」へのシフトチェンジの促進 7 　地域産業応援金6

　(3) 観光・イベントの新しい生活様式への対応 8 　仙台国際センター運営管理費6

　(4) 持続的な文化・スポーツ支援 5 　公演再開支援等5

合計 2,373
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新型コロナウイルス感染症への組織的対応 

事務事業の中止・延期・縮小や応援体制の整備、組織改正など、令和 2(2020)年度・令和

3(2021)年度の予算・人員・組織構造を柔軟に組み替えて対応してきました。 

 

図 16：新型コロナウイルスへの対応策 
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２ 行財政改革の実績 

概観  

本市の行財政改革では、職員数の削減や公共工事のコスト縮減による歳出の削減、市有

財産の処分、市税・国民健康保険料の収納率の向上など歳入の確保により効果額を捻出

してきました。しかしながら、近年は、市民ニーズの多様化や新型コロナウイルス感染

症対応等により新たな行政需要が生じたことから職員数が増加しており、歳出削減の取

組みによる効果は逓減しています。また、市税等の収納率向上も頭打ちとなっており、

従来の取組みでは歳入増が見込めない状態です。今後は、あらゆる歳入増加の手段を模

索し、歳入の多様化を図るとともに、限られた経営資源をより必要性の高い施策に振り

向けていくため、事務事業の抜本的な見直しや業務改革を推進し、歳出を削減する取組

みが必要とされています。 

 

図 17：仙台市の行財政改革に係る計画の推移 

 
新行財政改革 
推進計画 

仙台市行財政改

革プラン 2003 

仙台市行財政 
集中改革計画 

仙台市行財政 
改革プラン 

仙台市役所 
経営プラン 

期間 
平成 11-14 年度 

(1999-2002 年度) 

 平成 15-17 年度 

(2003-2005 年度) 

平成 18-22 年度 

(2006-2010 年度) 

平成 22-28 年度当初 

(2010-2016 年度当初) 

平成 28-令和 4 年度当初

(2016-2022 年度当初) 

効果額 114 億円 200 億円 388 億円 469 億円 252 億円(※) 

 歳入増 ― ― 73 億円 412 億円 304 億円 

 歳出減 114 億円 200 億円 315 億円 57 億円 ▲52 億円 

職員数減 ▲436 名 ▲434 名 ▲898 名 ▲156 名 218 名 

 効果額内訳 

 

歳入増 ― ― 

・市有地等市有財産

の処分と有効活用

の推進：35 億円 

・ごみ処理費用の 

負担のあり方 

検討:14 億円 

・市税の収入確保: 

 197 億円 

・国民健康保険料の

収入確保:94 億円 

 

・市税の収入確保: 

 129 億円 

・国民健康保険料の

収入確保:97 億円 

 

歳出減 

・公共工事のコスト

縮減:68 億円 

・交通事業職員の給

与見直し:17 億円 

・事務経費等の削 

 減:8 億円 

・公共工事のコスト

縮減:166 億円 

・補助・助成事業の

見直し:9 億円 

・家庭ごみ収集・ 

運搬業務委託: 

6 億円 

 

 

・職員配置の見直

し:135 億円 

・支払い利息の軽

減:86 億円 

・補助・助成事業の

見直し:36 億円 

・バス事業の効率的

な運営:23 億円 

・補助・助成事業の

見直し:12 億円 

・保育所の民営化: 

 8 億円 

 

・保育所の民営化: 

 20 億円 

・情報システムの最

適化の推進: 

19 億円 

 

 

（※）仙台市役所経営プランにおける効果額は令和 2(2020)年度末までの累計 
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前仙台市役所経営プラン（平成 28(2016)年度当初～令和 4(2022)年度当初）の進捗 

当該プランの期間においては、地域経済活性化による市税収入の増加や各種収納率の向

上、民間活力の導入や ICT の積極的な利活用など、各般の分野で行財政改革を推進して

きました。また、若者による市民参画や市民協働の推進、職員の能力を開発する研修や

柔軟な働き方を促す取組みなどを推進し、多様な主体との連携を通じて地域課題の解決

に取り組んでいます。現在、新型コロナウイルス感染症の影響で、今後の財政見通しは

より一層不透明さを増しており、持続可能な財政基盤を確立することが大きな課題とな

っています。 

 

 

図 18：前仙台市役所経営プランにおける主な実績 
 

体系  項目  主な実績 

ポスト復興ステ

ージを支える行

財政運営 

(1) 
持続可能な都市経営のため

の行財政運営の効率化 

 ・市債残高が 5,315 億円から 4,809 億円に減少 

・施設の長寿命化等の推進 

・市有財産の処分の実施【28 億円】 

・市税など各種収納率が向上【244 億円】 

・保育所の民営化【20 億円】 

・指定管理者制度：5 施設の公募化 
  

(2) 
ICT の積極的な利活用によ

る行政運営 

・RPA の導入：7 業務に適用 

・クラウド導入基本構想策定 

・情報システム最適化の推進【19 億円】 
    

地域課題解決の

ための現場主義

に立脚した市民

協働の推進 

(1) 
市民とのつながりを強固に 

する仕組みづくり 

 ・市民活動サポートセンター：延べ 28 万人利用 

・若者育成に関する事業実施：20 事業 

・起業家イベント参加者数：3,125 人 

・市民協働事業提案制度：延べ 23 事業 
  

(2) 
市民協働推進のための市役

所の機能強化 

・窓口対応：外部評価・アンケート実施 

・NPO 留学：51 団体、76 人を派遣 

・押印廃止：申請書等約 3,200 種類廃止 
    

人材の力をフル

に活用し挑戦す

る組織への変革 

(1) 
職員の意識・組織風土の改

革 

 ・職員表彰制度：組織 39 件、個人 112 件 

・内部統制：制度施行、方針策定  

・特区制度：38 件認定 
  

(2) 働き方改革の推進 

・男性の育児休暇取得率：21.5% 

・720 時間以上超過勤務従事者数：136 人 

・WEB 会議の導入、サテライトオフィス運用 
  

(3) 職員の力を伸ばす人材育成 

・まちづくり、危機管理などの研修実施 

・社会人経験者採用：毎年 50 人程度採用 

・庁内公募制度・キャリア選択制度の実施 

（※）主な実績は平成 28(2016)年度から令和２(2020)年度末までの値、【】内は効果額 
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３ 今後の方向性 

 これまで仙台市では、職員数の削減や公共工事のコスト縮減等による歳出削減、財産の

処分や市税・国民健康保険料の収納率の向上等による歳入増加の取組みを通じて行財政改

革を推進してきました。しかし近年は従来の取組みの効果が薄く、前仙台市役所経営プラ

ン[平成 28(2016)年度～令和 4(2022)年度当初]の期間には、市税等の収納率向上が頭打ち

になり、委託化等による歳出削減の効果も逓減するなど、これまでにない取組みを生み出

す必要性に直面しています。 

 

他方、社会環境の変化を振り返ると、総人口と労働力人口が減少するにも関わらず、高

齢者や生活保護世帯などは増加の一途を辿っており、今後は社会保障費のさらなる増加が

見込まれています。また、将来の都市規模の縮小も見据えて、行政サービスの見直しや公

共インフラの最適化が不可欠であり、市役所組織もより効率的に運営することができ、働

く場所としても選ばれる組織を構築することが求められています。 

 

 さらに、近年発生した新型コロナウイルス感染症は社会の変化をさらに加速させていま

す。これまで停滞していた社会のデジタル化はコロナ禍を機に大幅に進展し、様々な手続

きやサービスのオンライン化が進んだことで人の意識も大きく変わり、多様な働き方も広

がりました。他方、経済状況の悪化により市の財政見通しはより不透明な状態となってお

り、今後の収支の悪化を見据えて財政基盤の立て直しが急務となっています。 

 

 このような現状の中、持続可能なまちづくりに向けた未来への投資を続けていくために

は、徹底的な事務事業の見直しと業務プロセスのスリム化を通じて、財政的余力と時間的

余力を捻出していかなければなりません。そのためには、あらゆる事業の目的と内容、業

務や働き方のあり方を見直すとともに、手続きやプロセスが本当に必要なのかどうかを見

極め、取捨選択することが不可欠です。そして、次なる危機が発生したとしても十分に対

応できるように、眼前に広がる変化を力に変えることができるしなやかな組織をつくるこ

とが求められています。 
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図 19：仙台市の現状と仙台市役所に必要な方向性 

  仙台市の現状  仙台市役所に必要な方向性 
     

総人口 

 ・令和 12(2030)年までに人口は 

減少局面に転換 

 ・ 人員配置・公共インフラが最適化され 

たスマートな組織への転換 

・ 多様な主体の協働によるさらなる社会

課題解決の促進 

 
     

労働力人口  

 ・令和 12(2030)年までに 15-64 

歳人口は 2.1 万人減少、その後 

も減少傾向 

 ・ 働く場所として、特に若い世代に選ば 

れる魅力づくり 

・ デジタル化による効率化と市民サービ

スの質の向上 

 
     

社会保障 

 ・令和 12(2030)年までに 65 歳以 

上人口は 3.3 万人増加、その後 

も増加傾向 

・要介護・要支援認定者数、生活

保護世帯数は増加 

 

 ・ 社会保障への需要の高まりに備えた効

率的な組織の構築 

 

     

財政見通し 

 ・歳入・歳出ともに感染症による

大きな影響あり 

・歳出は社会保障関係経費や公共 

施設の長寿命化対策等が増加 

・収支差は拡大の見通し 

 

 ・ 特例的な収支差対策が解消された秩序 

ある財政規律の再生 

・ 受益者負担の適正化を含めた歳入確保 

・ 事業見直しの徹底による歳出削減 

 

     

危機対応 

 ・新型コロナウイルス感染症対策

では市として大きな財源負担 

・予算・人員・組織の柔軟な組み

換えを断行 

 

 ・ 想定外の危機を柔軟に乗り越えるしな 

やかな組織づくり 

・ 危機の発生に備えた財政的余力の創出 

 

     

行財政改革 

 ・市税等の収納率向上は頭打ちで 

あり、歳出削減効果も逓減 

・近年、新たな行政需要によって

職員数は増加傾向 

 

 ・ さらなる行財政改革を推進する体制の

構築と新たな取組みの創出 

・ デジタル化を含む働き方改革の推進 

・ 民間活力のさらなる導入 
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第３章 新たな杜の都に向けて                            

１ 仙台市役所の経営理念 

 

 

 

 

 仙台市役所は、特別会計を含めた予算が 1 兆円、職員数が 1 万人を超え、企業になぞら

えれば大企業の規模とも呼べる、地域でも大きな組織のひとつです。様々な制度の運用、

公共インフラの維持管理、災害時の危機管理、中長期を見据えたまちづくりなど、仙台と

いう地域で果たす役割は多岐に渡り、業務の小さな改善であっても多くの市民に影響を与

えうる大きな可能性を持っています。 

 

 現在、人口減少局面の到来、テクノロジーの急激な発展、災害の頻発と激甚化など、社

会は加速度的に変化しており、新型コロナウイルス感染症のように、危機は想定を超えて

発生しています。また、高齢者の増加などに対応して社会保障制度の必要性が高まってい

る一方で、人口が減る社会では、地域に人を惹きつける魅力があることがますます重要と

なっており、都市間競争の激化も始まっています。時代の転換点と呼べる今、自治体は目

前に迫る緊急の対応に追われつつも、構造的な課題に取り組みながらまちの持続性と価値

を高める必要があり、仙台市役所が果たすべき役割も大きくなっていると考えます。 

 

 こうした中、令和 3(2021)年 4 月を始期とする仙台市基本計画では、「挑戦を続ける、新

たな杜の都へ～“The Greenest City” SENDAI～」をまちづくりの理念として掲げていま

す。仙台がこれまで培ってきた都市個性を深化させ、掛け合わせ、相乗効果を生み出し、

「杜の都」を新しいステージに押し上げること。そして「杜の都」と呼ばれる仙台のまち

を、世界に誇れる場所として未来に引き継いでいくこと。このような理念を実現するため

には、社会の変化を力に変えながら、仙台市役所自身が変化を厭わず挑戦し、その結果と

して進化を遂げることが不可欠です。 

 

 そこで本プランでは、仙台市役所の経営理念として「挑戦と進化を続ける市役所をつく

る」を掲げます。市役所経営の根幹となる財政基盤を盤石のものとし、想定外の危機をも

乗り越えるしなやかな組織をつくる。コロナ禍を経たデジタル化の波を契機に、サービス

と組織をアップデートする。仙台に関わるすべての方々と共に新たな価値を創発する。仙

台市役所そのものが働く場所としても選ばれる魅力を備える。これらを成し遂げるため、 

職員一人ひとりが現場に向き合い、これまでにない発想を積極的に取り入れて行動するこ

とで、新たな挑戦を生み出し、進化し続ける市役所をつくっていきます。 

挑戦と進化を続ける市役所をつくる 
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２ 仙台市役所の目指す姿 

 仙台市役所が目指す組織として、以下の５つの姿を掲げます。 

 

① 未来世代に責任ある財政運営 

持続可能な財政基盤の構築は市役所経営の根幹であるため、緻密で大胆な行財政改革

により、安定的に財政運営を行うことが何よりも必要です。そこで、市税等の収納率

向上や地域経済の活性化による税源涵養、市有財産の有効活用など、あらゆる歳入確

保の手段により自主財源を確保するとともに、不断の事業見直しや業務効率化の取組

み等により歳出を削減し、限られた経営資源を効果的に活用するべく、予算の厳選重

点化を図ることで、市民サービスの向上と財政の健全性が両立する組織を目指しま

す。 

 

 

② 想定外の危機をしなやかに乗り越える組織 

災害や感染症など危機は想定を超えて発生し、思いもよらぬ範囲までその影響を及ぼ

します。このような想定外の影響に対応するためには、平時にこそ財政的な余力を創

出することはもちろんのこと、機動的で柔軟な組織基盤を構築しておくことが求めら

れます。そして例え危機が発生したとしても、ヒト・モノ・カネといった経営資源を

柔軟に組み替えるとともに、企業・NPO・市民団体など多様なパートナーと協働

し、不測の事態に即応できる力強さを持つ組織を目指します。 

 

 

③ デジタル化によるサービスと組織のアップデート 

市民一人ひとりによりよい価値を提供し、時代の要請に応える組織へと仙台市役所が

進化するためには、市役所の DX（デジタル・トランスフォーメーション）を加速さ

せるとともに、既存の業務や組織のありようを再構築し、職員の意識もアップデート

することが不可欠です。そこで、デジタル化を通じて市役所のあらゆる手続きや業務

プロセスを効率化し、より少ない人数、より短い時間でも効果的に業務を遂行できる

体制をつくることで、市民サービスの向上と業務の効率化を両立させ、市民と十分に

向き合うことができる組織を目指します。 
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④ 協働による新たな価値の創発 

人口減少や少子高齢化などの影響により、それぞれの地域が置かれている状況は多様

化・複雑化しており、暮らしやすいまちを実現するためには、行政のみならず、企

業・NPO・市民団体の枠を超えた協働が不可欠です。そこで、公民連携を通じた社

会課題の解決や公の施設の価値向上など、行政単独では成し得ない新たな価値を創出

するとともに、市役所が持つ公共財産・公共空間の活用やデータの可視化等により

様々な主体が行動できる余白をつくることで、新たな協働を生む環境を構築するな

ど、まちに新たな風を吹き込むことができる組織を目指します。 

 

 

⑤ 働く場として選ばれる組織 

労働力人口が減少する中でも、組織力を高めつつ、安定的に市民サービスを提供して

いくためには、多くの人から働く場として選ばれる組織でなければなりません。そこ

で、性別や年齢を問わず、障害・子育て・介護などの様々な事情があっても能力を十

分に発揮し、やりがいを持って働くことができる多様性ある組織をつくるとともに、

デジタル化や市役所本庁舎の建替などを契機として、多様な働き方ができる職場環境

を実現することで業務の質や効率性の向上につなげ、特に若い世代が働きたいと思え

る組織を目指します。 
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３ 実施の方向性 

「仙台市役所の経営理念」「仙台市役所の目指す姿」を実現し、持続可能な財政基盤を確立

するため、①歳入を増やす、②歳出を減らす、③業務改革を推進する、④協働を推進する、

⑤組織変革を推進するという５つの「実施の方向性」を定め、取組みを推進していきます。 

 

① 歳入を増やす 

財政基盤を確かなものにするためには、歳入のおよそ 4 割を占める市税収入や国民健康保険

料等の確保に力を入れることが不可欠です。そこで、地域経済の活性化による税源涵養や市有

財産の有効活用、収納率の向上、受益と負担の適正化など、あらゆる歳入確保の手段を模索

し、実行することで歳入の増加に取り組みます。 

項目 主な取組み 

(1) 市税等の収入を確保する ■ICT の活用や業務集約化の推進（拡充） 

(2) 多様な財源を増やす ■未利用資産収益化の徹底（拡充） 

(3) 受益と負担を適正化する ■施設使用料等の見直し 

 

 

② 歳出を減らす 

歳入と同様に、確かな財政基盤を構築するためには、既存事業を見直し、歳出削減を徹底する

ことが不可欠です。そこで、既存事業の必要性の再精査や優先度を踏まえた事業見直しを推進

するほか、人口減少局面を見据えて公共インフラの統合・削減、長寿命化を進め、歳出の削減

に取り組みます。 

項目 主な取組み 

(1) 取組みを見直す ■予算編成を通じた事業見直し（新規） 

(2) 公共インフラを見直す ■施設の質・量の適正化（拡充） 
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③ 業務改革を推進する 

よりよい市民サービスを提供するとともに、業務の無駄を減らすためには、業務改革の推進が

必要となります。そこで、手続き・サービス・業務のデジタル化を進めるとともに、業務プロ

セスを簡素化することによる人的余力の創出や、公営企業・外郭団体の経営改革に取り組むこ

とで、効率的で効果的な組織をつくります。 

項目 主な取組み 

(1) 市民サービスを向上する 
■手続きデジタル化（拡充） 
■手続きワンストップサービス（新規） 

(2) 業務の効率化を推進する 
■市役所 BPR の推進（新規） 
■RPA・AI 等利活用推進（拡充） 

(3)  
公営企業・外郭団体の 
経営を改革する 

■浄水場の統合推進（新規） 
■地下鉄駅業務委託の拡大検討（新規） 

 

④ 協働を推進する 

社会課題が多様化・複雑化する中、きめ細かく課題を解決し、都市としての魅力を向上させる

ため、協働の重要性はますます大きくなっています。そこで、企業・NPO・市民団体などと

の協働が生まれる環境づくりに取り組むとともに、公民連携の推進や公の施設の効果的な運

営に取り組みます。 

項目 主な取組み 

(1) 多様な協働を推進する 
■地域交通運行確保・運行支援事業（新規） 
■公共空間利活用等を通じたまちづくり活動の促進 

(2) 
公の施設を効果的に 
運営する 

■指定管理者制度の活用（拡充） 

 

⑤ 組織変革を推進する 

労働力人口の減少や超過勤務時間削減の必要性の高まりを踏まえ、組織の変革を推進するこ

とは急務となっています。そこで、年齢・性別などに関わらず多様な人材を活かす環境をつく

るとともに、多様な働き方ができる仕組みをつくり、仙台市役所全体の組織力の向上に取り組

みます。 

項目 主な取組み 

(1) 多様な人材を活かす 
■組織的・計画的な人材育成（拡充） 
■DX 推進に資する人材の育成（拡充） 

(2) 多様な働き方を推進する 
■WEB 会議システムの運用（拡充） 
■テレワークの活用による柔軟な働き方の推進（拡充） 

(3) 組織力を高める ■定年延長に対応した人事制度の設計（新規） 
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４ 経営指標 

「仙台市役所の経営理念」「仙台市役所の目指す姿」を実現するためには、仙台市役所の経

営の水準を向上させることが不可欠であるため、財政を始めとした経営全般に係る指標を

設定します。 

 

図 20：主な経営指標の一覧 ※各指標については現在検討中 
 

主な指標 直近の実績値 
実施の方向性との 

対応関係 

・予算編成における 
特例的な収支差対策の縮減 

▲50 億円(R2) 
①歳入を増やす 
②歳出を減らす 

・基礎的財政収支 
（プライマリーバランス） 

71 億円(R2) 
①歳入を増やす 
②歳出を減らす 

・市債（通常債）残高 4,809 億円(R2) ②歳出を減らす 

・職員 1 人当たりの 
年間超過勤務時間数 

226.4 時間(R2) 
③業務改革を推進する 
⑤組織変革を推進する 

・年次有給休暇の年間取得日数が 
10 日以上の職員の割合 

63.2%(R2) 
③業務改革を推進する 
⑤組織変革を推進する 

・公共空間での社会実験の実施日数 ― ④協働を推進する 

・新たに民間活力を導入する 
公園施設数 

― ④協働を推進する 

・管理職に占める女性の割合 18.3%(R2) ⑤組織変革を推進する 

・仕事にやりがいを感じる職員の割合 84.3%(R2) ⑤組織変革を推進する 
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５ 進行管理 

 ・毎年度、「経営指標」「実施項目」を更新するとともに、それぞれの取組みの実績と指

標の達成状況、効果額を把握し、分析と評価を行うことで進行管理を行います。 

・様々な分野の有識者による仙台市経営戦略会議に報告し意見をいただくとともに、市

長を本部長とした仙台市行政経営本部会議で進行管理を行い、ホームページなどを通

じてその内容を公表します。 


